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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期
第１四半期
連結累計期間

第67期
第１四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,752,444 2,965,788 11,685,587

経常利益 （千円） 249,326 242,523 925,745

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 163,657 156,639 560,407

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 62,652 156,831 593,739

純資産額 （千円） 10,538,159 11,007,530 10,969,906

総資産額 （千円） 12,491,705 13,075,445 13,163,181

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 32.94 31.53 112.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 84.36 84.18 83.34

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容の変更はありません。また、関係会社における

異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境が改善し、緩やかな景気回復基調が続きまし

た。しかし一方で、英国のＥＵ離脱、米国大統領の政策、また特に当社進出先である中国においては、景気は持ち直し

を見せているものの、政府による金融引き締めやインフラ投資抑制もあり、こうした海外経済の不確実性から、全体と

して先行きは不透明な状況となっております。

このような経済環境の中、国内段ボール需要については、概ね前年並みで推移いたしました。

こうした状況下において、当社グループは、お客様への更なる深耕を図る中で、継続的な販売提案活動及び収益改善

活動を行ってまいりました。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、国内では主要取引先である自動車関連を中心に売上増

加、また中国においては、新規顧客獲得及び昨年末からの原紙価格急騰へ対応を続ける事により売上増加となるもの

の、利益については及ばず減益となり、全体として増収減益となりました。

以上により、売上高は29億65百万円（前年同四半期比7.8％増）、営業利益２億27百万円（前年同四半期比1.7％

減）、経常利益２億42百万円（前年同四半期比2.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億56百万円（前年同

四半期比4.3％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本は、売上高は24億66百万円（前年同四半期比3.8％増）、セグメント利益２億25百万円（前年同四半期比3.3％

減）となりました。

中国は、売上高は４億99百万円（前年同四半期比32.3％増）、セグメント損失24百万円（前年同四半期はセグメント

損失21百万円）となりました。

 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(２)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度に比べ87百万円減少し130億75百万円となりまし

た。流動資産は、前連結会計年度に比べ80百万円減少し99億６百万円となりました。これは、主に現金及び預金が前連

結会計年度に比べ96百万円減少し71億42百万円となったことによるものです。固定資産は、前連結会計年度に比べ７百

万円減少し31億69百万円となりました。

負債合計は、前連結会計年度に比べ１億25百万円減少し20億67百万円となりました。流動負債は、前連結会計年度に

比べ67百万円減少し14億48百万円となりました。これは、主に未払法人税等が前連結会計年度に比べ１億32百万円減少

し72百万円となったことによるものです。固定負債は、前連結会計年度に比べ58百万円減少し６億19百万円となりまし

た。

純資産合計は、前連結会計年度に比べ37百万円増加し110億７百万円となりました。これは、主に利益剰余金が37百

万円増加し86億８百万円となったことによるものです。

 

(３)　経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等ついて重要な変更はありませ

ん。

 

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は23百万円であります。なお、当第１四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,225,008 5,225,008
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 5,225,008 5,225,008 ― ―

（注）平成28年11月４日開催の取締役会決議により、平成29年４月１日付で、単元株式数を1,000株から100株に変更い

たしました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年４月１日

～平成29年６月30日
－ 5,225 － 1,077,895 － 980,327

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　258,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,961,000 4,961 －

単元未満株式 普通株式　　　6,008 － －

発行済株式総数 5,225,008 － －

総株主の議決権 － 4,961 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

中央紙器工業株式会社

愛知県清須市春日宮

重町363番地
258,000 － 258,000 4.93

計 － 258,000 － 258,000 4.93

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,238,521 7,142,453

受取手形及び売掛金 2,045,432 2,023,257

電子記録債権 450,380 425,568

商品及び製品 103,288 111,971

仕掛品 13,832 14,117

原材料及び貯蔵品 55,682 69,664

その他 79,155 119,586

貸倒引当金 － △454

流動資産合計 9,986,292 9,906,164

固定資産   

有形固定資産 1,954,692 1,956,734

無形固定資産 31,052 33,118

投資その他の資産 ※ 1,191,143 ※ 1,179,427

固定資産合計 3,176,888 3,169,280

資産合計 13,163,181 13,075,445

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 853,968 841,276

未払法人税等 205,255 72,518

賞与引当金 125,005 56,113

役員賞与引当金 29,781 8,970

その他 301,599 469,525

流動負債合計 1,515,609 1,448,403

固定負債   

役員退職慰労引当金 96,300 42,480

退職給付に係る負債 528,115 524,868

その他 53,249 52,163

固定負債合計 677,664 619,511

負債合計 2,193,274 2,067,914

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,077,895 1,077,895

資本剰余金 980,562 980,562

利益剰余金 8,570,890 8,608,323

自己株式 △72,138 △72,138

株主資本合計 10,557,209 10,594,641

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 374,554 387,971

為替換算調整勘定 38,142 24,917

その他の包括利益累計額合計 412,697 412,889

純資産合計 10,969,906 11,007,530

負債純資産合計 13,163,181 13,075,445
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,752,444 2,965,788

売上原価 2,012,016 2,209,387

売上総利益 740,427 756,401

販売費及び一般管理費 509,404 529,211

営業利益 231,023 227,190

営業外収益   

受取利息 501 634

受取配当金 15,368 17,076

仕入割引 1,985 1,858

その他 6,773 5,962

営業外収益合計 24,628 25,531

営業外費用   

持分法による投資損失 3,341 7,106

売上割引 97 91

その他 2,886 2,999

営業外費用合計 6,325 10,198

経常利益 249,326 242,523

税金等調整前四半期純利益 249,326 242,523

法人税、住民税及び事業税 92,675 84,439

法人税等調整額 △7,006 1,444

法人税等合計 85,668 85,883

四半期純利益 163,657 156,639

親会社株主に帰属する四半期純利益 163,657 156,639
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 163,657 156,639

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56,245 13,416

為替換算調整勘定 △29,111 △14,074

持分法適用会社に対する持分相当額 △15,647 849

その他の包括利益合計 △101,004 191

四半期包括利益 62,652 156,831

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 62,652 156,831
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

投資その他の資産 6,395千円 5,240千円

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 57,347千円 51,176千円

 

(株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 99,339 20.00  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 119,207 24.00  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,374,967 377,476 2,752,444 － 2,752,444

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 2,374,967 377,476 2,752,444 － 2,752,444

セグメント利益又は損失（△） 233,423 △21,227 212,196 18,826 231,023

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額18,826千円には、セグメント間取引消去15,019千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,466,379 499,409 2,965,788 － 2,965,788

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 2,466,379 499,409 2,965,788 － 2,965,788

セグメント利益又は損失（△） 225,656 △24,098 201,558 25,631 227,190

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額25,631千円には、セグメント間取引消去26,994千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中央紙器工業株式会社(E00681)

四半期報告書

11/14



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益 32円94銭 31円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 163,657 156,639

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
163,657 156,639

普通株式の期中平均株式数（株） 4,966,986 4,966,986

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月４日

中央紙器工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人 トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 井出　正弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 杉浦　野衣　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央紙器工業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央紙器工業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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